
秘至急重要議案

限会社平和ビルサービスに係る固定資産税・都市計画税の減免について部
中央市税事務所固定資産税課家屋係
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標記の件について、平成26年4月30日付で有限会社平和ビルサービスから別添1のと

おり固定資産税・都市計画税減免申請書が提出されました。

その際、現地調査の日程について調整したところ、当該家屋は建替えのため本年3月

から取り壊し工事を行っており、現在仮事務所にて従前と同様の事務を行っている旨の

申し出があったことから、 6月11日に現地調査を行った結果、当該家屋は滅失しており、

土地については更地状態で‘あることを確認しました。

その後、仮事務所にて本年1月1日以降から取り壊しまでの使用状況及び今後の計画等

について聴取したところ、新家屋は11月頃完成予定で滅失された旧家屋と同様の使用予定

である旨の説明を受けました。

この状況を踏まえ、本件減免について検討したところ、減免の取扱いを規定している「賦

という。）第il節四1では、「この場合の確認時点は、課事務取扱要領J（以下「賦課要領J

本節において特に定めるものを除き、申請書提出時における当該固定資産の状態によるこ

と定められていることから、対象資産が現存していない現状においては、減免に該当と」

しないこととなります。

しかしながら、本件のような建替え時における減免について、賦課期日現在、現存する

家屋が同じ賦課年度内の取壊し時期によって減免可否に差が生じることは、税の公平性の

したところ、観点から疑義があるため、賦課要領の見解について税政部に照会（別紙1) 



別紙2のとおり、「申請書提出時に申請物件が無いことをもってのみ減免の可否を判断する

ものではなく、賦課期日現在において減免事由と同様の事務を行っているかを勘案して判

断すべきであるJとの回答を得ました。

この回答を受け、本件について改めて検討した結果、本件家屋は下記3及び4のとおり、

本件家屋が取り壊されるまでの問、従前と同様の使用状況であると認め、「旅券、査証の申

請手続きに関する事務の用に供している部分Jについて、地方税法第348条（非課税）第9

項第1号「大使館、公使館文は領事館Jに準じる施設として、市税条例第56条第 1項第4

号に規定された、公益のため使用する固定資産として一部減免することとしてよろしいか

お伺いします。

記

1 減免申請者

有限会社平和ピルサービス

2 減免申請内容

(1) 申請事由

上記の物件は、在日同胞の民族的権利を擁護し、社会的、文化的生活水準向上の為、

各種会合、学習、文化スポーツの集いの会場として無料貸与し、文広範な日本の各界

各層の人々との友好親善を深める拠点として使用されております。

従来通り、朝鮮総聯北海道本部、支部、分会、団体の土地建物として、（有）平和ビ

ルサービスが管理を行っているので、固定資産税減免規定を適用され、全額免除して

頂く様申請致します。

(2) 申請物件

所在 家屋番号または地番 床面積または地積

1 階 247. 20rri 
家屋 中央区北1条東8丁目 84番2 その他 832. l 5rri 

ー一一－－－ －…ーー一－…一一－－－ー・・一一一一一一‘一ー一ーー』一一ー

合計 I. 079. 35rri 

土地 中央区北1条東8丁目 84番2
959. 90rri 

土地 中央区北1条東8丁目 122番2
23. 08ぱ

土地 中央区北1条東8丁目 123番2
日.54ぱ



3 前年の使用状況について（賦課期日現在から当該家屋取り壊しまでの問、前年と同じ

使用状況と推認）

(1) 北海道本部 1階事務室（札幌同胞生活相談総合センター）、 3階事務室（朝鮮総聯

北海道本部）

当該部分ではず旅券、査証の申請手続きに関する事務を行っており t:·1~ 
、参考l参照）市内の在日朝鮮人等にとって、旅券等申請手続き

を行い得る市内唯一の申請窓口であることから、地方税法において非課税と定める領

事館施設に準じる施設であり、公益性があるものと認められるため、前年同様減免対

象とする。（平成24年度、平成25年度と変更なし。）

(2) 北海道本部 4階講堂部分

現地調査の際に提出された平成25年度集会等開催状況調書において、 4階講堂で開

催された行事のうち「日本の方00名j と記載されていたものが複数回あり、行事の

詳細について確認し、当該部分の減免可否について検討した。

その結果、日本人参加行事回数の割合は当該施設で開催されている全行事中7割と

なっているが、行事開催日数の割合は昨年と同様で、開館日数の3割強しかない（参

考2参！！日）。さらに日本人参加行事は、開館日数のうちの4分の 1程度であり、その行

事の内容は、専ら朝鮮総聯関係者等の活動の一環として行われ｝：いるものである。行

事の参加者募集方法についても、不特定多数の者に対してなされているものではなく、

当該施設を広く一般市民に開放しているという実態もない。

これらの現状からすると、当該施設の利用は専ら朝鮮総聯関係者等に限られ、広く

一般市民に開放され不特定多数の者の利用に供されているとはいえない。したがって、

地区集会所等専ら当該地域住民が福祉の向上のために使用する施設に準じる利J:ll実態

があるとは認められないことから、減免対象外とする。

(3) 上記以外の施設

使用実態は‘倉庫や会議室｛青年同盟室、女性同盟室｝等であり‘地区集会所等専ら

当該地域住民が福祉の向上のために使用する施設に準じる利用実態があるとは認めら

れないことから、公益性があるとは認められず減免対象外とする。

なお、使用実態については、平成24年度、平成25年度と同様である。



4 本年（取り壊しまでの問）の使用状況について

上記3のとおり、従前家屋と同様の使用状況であることを確認した。

5 減免額について（参考3参照）

(1) 減免補正率

ア 減免対象部分床面積

部屋名称 減免対象床面積

1階事務室（札幌同胞生活相談総合センター）
68. 40rri 

3階事務室（朝鮮総聯北海道本部） 49. 77ぱ家屋
共用部分 69. 34rri 

減免対象床面積合計 187. 51ぱ

イ 減免補正率

｛減免銭当床面I級｝

187. 5 lrrl 

=1-

I. 079. 35ば

( 1線の底面倒｝

= 1 -0. 173724 

=O. 826275 

=;:o. s2 

(2) 減免額
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土地

課税標準額合計（固）

課税標準額合計（都）



イ税額

当初税額 減免税相当額

固定資産税

都市計画税

合計

6 参考資料

(1) 在日本朝鮮人総聯合会北海道本部における朝鮮民主主義人民共和国 参考 1

代行証明書等発行状況（写）

(2) 朝鮮総聯北海道本部の使用状況等について 参考2

(3) 一部減免税額算出表 参考3

(4) 建物平面図 参考4

(5) 家屋評価調査書（写） 参考5

(6) 平成26年度名寄帳兼賦課台帳（写） 参考6

(7) 土地・建物全部事項証明書及び地図・平面図 参考7

(8) 札幌市税条例第56条（抜粋） 参考8

(9) 賦課事務取扱要領（抜粋） 参考9

(lO) 有限会社平和ピルサービスから提出された固定資産税・都市計画税 参考lO

減免申請の取扱いについて（回答）｛平成19年12月28日付け）

7 添付資料

(l) 「（却平和ピルサービスから提出された誠免申請の取扱いについてj 別紙 1

(2) 「有限会社平和ピルサービスから提出された固定資産税・都市計画 別紙2

税減免申請書の取級いについて（回答）J （平成26年8月22日付け）

8 別添資料

(l) 固定資産税・都市計画税減免申請書及び添付資料一式 別添l
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在日本朝鮮人総聯合会北海道本部における

朝鮮民主主義人民共和国代行証明書等発行状況

(2013年度）

1 . 渡航ピザ発給

2. 相続証明書発給

3. 死亡及び不明確認証明書

在日本朝鮮人総聯合会北海道本部

常人委員会委員長朴正成

2014年5月30日

ヰ
4. 親族、遺族に関わる各種証明書の発給、調査依頼

以上
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：：：日減免申請書（ヤ央区分）

納税義務者住所同矛ヤ得ω榊手了百件1~~ ゑ
ぷ山l税額瞳税額｜合計 i第 l 期

都市

"''ll"'li＂＂；市F小守町＇＇ '11<'""1i＇＜可~＇柏村

I l 所 在｜地番｜地自｜地積｜｛｜ 所 在 ｜家屋番号｜一覆霜｜尿面

~I~~~丁目｜ ρ仇附｜仰い 1: l溶かi主同引事務吋の－~~
｜ーにご乙伊矧伴峰、~司 1引乞の反陶~I材左手tlf｛危殺し、減喬タメゴヒ角9!;L.3i名水系匂ユュ。弟、
常｜会経余往診脅メ仏久件Yのふレ＇cP-J.おじωゑ材登浮し、叉ぷ手~4'J_ 弓手のJを孫々憎め
人穴乙のy叉似品5和三料じレ之後ミ知似てのり打、
i 級品つ鮒叫ラ脳裏？燐林約少均主！！＇~ ~レて－ ＼.~／＊~ i:.--1ι似
由時~tit.f似し＇~ O' -z:·：.姐グ~例制定電通印れ』盆額免Jt与して移、ぽ仁科放し打。

札幌市税条例第号 6条第2項の規定により申請します。

~1,~＞6 年タ刀 .Jo 日
V ’＼ 札幌市中央区北1条東8TEI 

ー 有限会社平和ピルサーピス u
申請者氏名又は名称 ..1... t 〓H

代表恥情役不ト 露盤
（あて先）札幌市長 一一一－ TE L (011) 24ド 53.71 
「記載上の注意Jこの申請書は、減免を受けようとする理由を証明する書類を添えて提出してください。

また、申請理由は、具体的に記載してください。

ムぷJ－ィ、：：：－：＇.－＼
26. 4. 30 !l 

③ 
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在日本朝鮮人棚合会ヰ闘輔本部における

朝鮮民主主義人民共和園仰す蔽明書等発行状況

{2018年度）

権担本朝鮮人緯庸合会北梅道本部

常人委員会書員長田・
2014年5月初日

1. 糊ピザ発給．． 件
2. 相榔明締結圃件 、
3. 死亡及び不明確臨明帽.中

4. 親族、遺族に関わる各概明書の発給、鯛査依頼回件

以上

t‘ 



伺 平成26年6月30日

税政｜固定資産税｜土地｜評価指｜家屋

導担当 柏崎｜伊藤｜中島｜永田｜佐藤｜須釜

部長｜課長｜係長｜係長｜係長

記

事

②1.£4; I② ⑧ ⑧｜⑧ ③ 
在日本朝鮮人総連合会の関連施設に対する固定資産税について（回答） ｜ 扱

平成 26年 6月26日付け市町村第39 9号で北海道総合政策部地域振興

監より照会のありました標記の件につきまして、別紙案のとおり電子｜佐藤

メールにて回答してよろしいかお伺いします。

※平成26年 6月28日現在実地調査未了のため、減免の可否についての

判断は行っていない。

環境 市民自治



＜調査票＞ 別添2

在日本朝鮮人総連合会の関連施設に対する固定資産税の課税状況（26年度）について
都道府県名北海道 団体名札幌市 担当者名佐藤

以下の事項について、平成26年度における貴団体の取扱いを御回答願います。
① 貴団体における在日本朝鮮人総連合会の関連施設の有無

(Qで囲み、有と回答した場合は名称を記入してください。（別添4参照））

中一中一

替一替一

て一て一

＠
蹟

鑑 不明

② 上記施設における平成26年度における減免又は課税免除（以下「減免等Jという。）
の適用の有無（0で囲む）
(1) 減免（ 有 O!tEJ ) 
(2) 減免（ 有 C•J ) 
(3）減免（有 無）

課税免除（ 有

課税免除（ 有

課税免除（ 有

無）

無）

無）

③ 上記の減免等状況について

(1）減免等の対象部分について（全て同様の扱いであれば該当箇所にOを付する。）
家屋（ ) .. ~全部（ ） 

一部（どの部分か：

土地（ ) .. .f全部（ ） 

一部（どの部分か：

(2）上記の減免等の対象部症に係る税額の全額を減免等か、一定割合を減免等か co
で囲み、その率も記入）

全額・一定割合（税額の %） 

④ 減免等の適用が無い理由

－減免事由に該当しない

．免税点未満

・減免申請がない

⑤ 減免事由（0で囲むとともに、根拠となる条例、規則等を添付して下さい。）
－公民館・集会施設に準じた施設 ・旅券査証発給業務

－その他（

⑥ 以前減免を実施していたが、近年（平成 13年度以降）減免等を取り止めた文は縮
減するなど取扱いを変更した時期（課税開始時期）及び変更した理由

(1）減免を取り l卜め弁叉は縮減した時期（ 平成19 ）年度分から

三姉設の利用状況等による見直

－施設の廃止

・その他（

(2）平成 26年度分について変更した場合、その理由（上記と同様であれば向上と記載）

⑦ その他（特記事項等があれば記入）

（ 減免申請書提出時点（4月 30日）で対象物件が建て替え中により滅失していた
ため、減免の可否について検討中 ） 



東京都知事殿

関係市町長殿

（固定資産税担当扱い）

総税圏第 39 号

平成 26年 6月 25日

総務省自治税務局長

（公印省略）

在日本朝鮮人総連合会の関連施設に対する固定資産税について

在日本朝鮮人総連合会の関連施設に対する固定資産税に関しては、平成26年4

月 1日付けで総務大臣から、公益性を理由として固定資産税の減免を行う場合に

は、最近の裁判事例において、地方団体の判断に基づく減免措置が取り消されて

いることも踏まえ、減免対象資産の使用実態等について具体的かつ厳正に把握し

た上で、更に適正化に努めるよう通知したところです。

関係地方団体におかれましては、上記総務大臣通知を踏まえ、標記施設に対す

る固定資産税の課税について、適切に対応していただくとともに、平成26年度の

課税状況について、御回答願います。



札幌市財政局税務担当局長様

市町村第 3 9 9 号

平成 26年 6月 26日

北海道総合政策部地域振興監

在日本朝鮮人総連合会の関連施設に対する固定資産税について

このことについて、別添のとおり総務省自治税務局長から通知がありましたので送付します。

つきましては、調査票（別添2）にご記入の上、 7月7日（月）までに電子メールにより回答い

ただきますようお願いします。

なお、調査票の回答にあたっては、調査要領（別添3）の内容に十分留意されるようお願いしま

す。

地域行政局市町村課

公務員・税政グループ都筑

TEL : 01卜23ト4111 内線 23-534

FAX: 011 232-1126 

E-mai I : tsuzuki. tokuhiro@pref. hokkaido. Jg. jp 



別添1

総税企第 4 7 号

平成 26年 4月 1s 
都道府県知事あて

総務大臣通知

地方税法、同法施行令、同法施行規則の改正等について，（抜粋）

I～W 略

v 特記事項

1 地方税の減免措置については、地方税法の規定に基づき、条例の定めるとこ

ろによって行うことができるが、各地方団体にあっては、当該措置が特別な事

由がある場合に限った税負担の軽減であることを踏まえ、適正かっ公平な運用

に十分配意すること。

公益性を理由として減免を行う場合には、公益性の有無等条例で定める要件

に該当するかを厳正に判断すること。特に、朝鮮総連関連施設に対する固定資

産税の減免措置については、最近の裁判事例において、地方団体の判断に基づ

く減免措置が取り消されていることも踏まえ、減免対象資産の使用実態等につ

いて具体的かっ厳正に把握した上で、更に適正化に努めること。



＜調査票＞ 別添2

在日本朝鮮人総連合会の関連施設に対する固定資産税の課税状況（26年度）について
都道府県名 団体名 担当者名

以下の事項について、平成26年度における貴団体の取扱いを御回答願います。
① 貴団体における在日本朝鮮人総連合会の関連施設の有無
(Qで囲み、有と回答した場合は名称を記入してください。（別添4参照））

(1) 

(2) 

(3) 

有 鉦 不明

② 上記施設における平成26年度における減免又は課税免除（以下「減免等Jという。）
の適用の有無（Qで囲む）

(1）減免（有 無）

(2）減免（有 無）

(3）減免（有 無）

③ 上記の減免等状況について

課税免除（ 有

課税免除（ 有

課税免除（ 有

無）

無）

無）

(1）減免等の対象部分について（全て同様の扱いであれば該当箇所にOを付する。）
家屋（ ) .. ~全部（ ） 

一部（どの部分か：

土地（ ) .. .［ 全部（ ） 

一部（どの部分か：

(2）上記の減免等の対象部症に係る税額の全額を減免等か、一定割合を減免等か（Q

で囲み、その率も記入）

全額・一定割合（税額の %） 

④ 減免等の適用が無い理由

－減免事由に該当しない

．免税点未満

・減免申請がない

－有料賃貸借である

・その他（

⑤ 減免事由（0で囲むとともに、根拠となる条例、規則等を添付して下さい。）
・公民館・集会施設に準じた施設 ・旅券査証発給業務

－その他（

⑥ 以前減免を実施していたが、近年（平成 13年度以降）減免等を取り止めた文は縮
滅するなど取扱いを変更した時期（課税開始時期）及び変更した理由 、
(1）減免を取り止めた又は縮減した時期（ ）年度分から

－施設の利用状況等による見直し

・施設の廃止

・その他（

(2）平成26年度分について変更した場合、その理由（上記と同様であれば向上と記載）

⑦ その他（特記事項等があれば記入）



平成26年 10月1日

財政局税政部固定資産税課

朝鮮総聯施設に係る減免措置について

1 当該施設の状況

減免申請書の提出を受けたところ、本年3月に取り壊し工事を行っており、

別の場所で従前と同様の事務を行っている旨の申し出があった。

2 現地調査等の実施

(1）日時平成26年6月11日（水）

(2）調査内容

現地調査を行ったところ、当該家屋は取り壊されており、土地については

更地の状態であった。

その後、従前の施設の前年の使用状況、本年（賦課期日現在から取り壊し

まで）の使用状況について、以下のとおり調査を実施した。

ア 前年の使用状況

①北海道本部 1階事務室（札幌同胞生活相談総合センター）、 3階事務室

（朝鮮総聯北海道本部）

当該部分では、旅券、査証の申請手続きに関する事務を行っており、市

内の在日朝鮮人等にとって、旅券等申請手続きを行い得る市内唯一の申請

窓口であり、地方税法において非課税と定める領事館施設に準じる施設で

ある。

②北海道本部 4階講堂部分

現地調査の際に提出された平成25年度集会等開催状況調書において、 4

階講堂で開催された行事のうち日本人参加行事は、開館日数のうちの4分

の1程度であり、行事の内容は、専ら朝鮮総聯関係者等の活動の一環とし

て行われているものである。

この現状からすると、当該施設の利用は専ら朝鮮総聯関係者等に限られ、

広く一般市民に開放され不特定多数の者の利用に供されているとはいえな

い。

③上記以外の部分

使用実態は、倉庫や会議室等であり、地区集会所等専ら当該地域住民が

福祉の向上のために使用する施設に準じる利用実態があるとは認められな

い。

イ 本年の使用状況

昨年と同様の使用状況であった。



3 平成 26年度の減免判断

朝鮮総連施設に係る固定資産税等の減免措置については、減免申請書の記載

内容に関して従前の施設のこれまで、の利用実態について現地調査等を行った

結果、当該家屋については従前と同様に地区集会所等の施設に準ずる利用実態

があるとは認められないと判断し、旅券、査証の申請手続きに関する事務を行

っている部分に限り、地方税法において非課税と定める領事館施設に準じる施

設として公益性を認めた。

4 減免対象部分

1階事務室、 3階事務室

5 減免実施時期

平成26年9月12日


